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令和７年度「国立大学法人長岡技術科学大学における研究費不正使用防止計画」 

 

 

令和７年４月１日 

最高管理責任者 

 

国立大学法人長岡技術科学大学における研究費の不正使用を防止するため、「国立大学法人長岡技術

科学大学研究費不正使用防止規則」第８条の規定に基づき、次のとおり研究費不正使用防止計画を策

定し、実施する。 

事項 不正発生の要因等 不正使用防止計画 

１ 

責任体系の

認識 

１－１ 

・人事異動等による責任

者の交代により、後任

者が責任範囲・権限を

十分に認識していな

い。 

・時間の経過により、学

内での認識が低下す

る。 

１－１－１ 

・最高管理責任者（学長）、統括管理責任者（副学長（研究

企画・産学連携担当））、研究費不正使用防止推進責任者

（工学研究科長）の交代時においては、その役割、責任の

所在・範囲と権限について十分な引継ぎを書面で行うとと

もに、担当部署からも説明を行う。 

 

１－１－２ 

・最高管理責任者が統括管理責任者、研究費不正使用防止推

進責任者から大学戦略会議や系長懇談会等で報告を受け、

意思の浸透を図る。 

 

１－１－３ 

・監事は、競争的研究費等の運営・管理についても重要な監

査対象として監査を実施し、役員会等において定期的に意

見を述べる。 

 

２ 

意識の向

上、啓発 

２‐１ 

・研究費制度の知識不足

により曖昧な理解をす

る。 

・コンプライアンスに対

する意識が低い。 

２－１－１ 

・学内ホームページに研究費の不正使用防止のため「研究費

執行ハンドブック」を掲載し、研究費の使用ルール等の周

知徹底を図る。また、「研究費執行ハンドブック」につい

ては、研究費の運営・管理に関わる全ての構成員が明解に

理解できるよう編集に配慮する。 

 

２－１－２ 

・研究費不正使用防止推進責任者は、研究費の運営・管理に

関わる全ての構成員を対象として、年 3回以上の研修・説

明会を実施し、これらについて、構成員は年 1回以上の受

講を義務付けることとする。なお、大学院生については早

期教育の観点から、受講を促すこととする。また、新規着

任時に一定の期間を設けた e-ラーニングによる学習等のコ

ンプライアンス教育を実施する。 

この研修・説明会では、研究費の使用ルールや不正を行っ

た場合の懲戒処分、本学に与える影響などの説明を行い、

法令順守の周知徹底を図る。 

 

２－１－３ 

・研究費不正使用防止推進責任者は、研究費の運営・管理に

関わる全ての構成員を対象として、定期的（四半期に 1回

以上）に既存会議や Webサイト・メール等による啓発活動

を行い、意識調査を実施する。 
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事項 不正発生の要因等 不正使用防止計画 

３ 

管理運営 

３－１ 

・経年による制度の陳腐

化及びルールと実態が

乖離する。 

３－１－１ 

・研究費不正使用防止計画推進室は、「研究費執行ハンドブ

ック」について、研究費の使用ルールと実態が乖離しない

よう、必要に応じて見直しを行う。 

 

３－１－２ 

・研究費不正使用防止計画推進室は、監査室と連携し内部監

査結果や不正発生事案の調査から研究費の不正使用を発生

させる要因の把握とその分析を行い、新たな要因について

は、研究費不正使用防止計画に反映させる。 

 

３－２ 

・研究費の執行計画及び

執行管理に対する意識

が希薄となる。 

３－２－１ 

・監査室は、研究費の適正な執行が行われているか、内部監

査を実施する。内部監査に関する専門的知識を有する職員

による研修等を実施し、その研修等を受講した職員が内部

監査を実施する。 

・監査は、特定の対象部局に偏りなく実施し、特に代表的な

不正行為であるカラ謝金、カラ出張、カラ発注について重

点的に実施する。 

 

３－２－２ 

・旅費や謝金等については、書面監査のみならず関係者への

聞き取り調査を実施するなど、実効性の高い監査を実施す

る。 

 

３－２－３ 

・監査室は、監事、会計監査人及び執行部と不正防止に関す

る効果的な監査について、意見交換を行う。 

 

３－３ 

・予算の執行が不適切で

年度末に集中する。 

３－３－１ 

・外部資金については、教員、担当課、財務課が連携を密に

し、事業計画との乖離がないように情報を共有し、必要に

応じ繰り越しや返還等も含めて是正指導する。 

 

４ 

物品等の発

注、検収、

管理 

４－１ 

・物品等の発注や検収を

教員や研究室で勝手に

行ってしまう。 

４－１－１ 

・本学における物品等の発注は、財務課契約係において行う

ことを学内及び取引業者に対して継続的に周知し、ルール

の徹底を図る。 

 

４－１－２ 

・本学に納品される物品等の検収は、財務課契約係と系事務

室、分析計測センター、極限エネルギー密度工学研究セン

ター、工作センター、総合情報センター及び体育・保健セ

ンターにおいて実施するとともに、検収のために専門的知

識を必要とする物品等については、契約担当役の補助者を

任命して行う。また、「研究費執行ハンドブック」や日常

の検収業務等を通じて学内及び取引業者に対して継続的に

周知・指導に努め、検収の適切かつ確実な実施を徹底す

る。 
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事項 不正発生の要因等 不正使用防止計画 

４－２ 

・検収担当者の理解が不

十分で、検収が適切に

行われない。 

４－２－１ 

・検収業務についてのマニュアルを必要に応じて見直すとと

もに、検収内容が特殊な場合の対応等も含め、共通の理解

を持って業務が実施できるよう、担当者に対して新規着任

時に説明等の教育を行う。 

 

４－３ 

・業者による納品物品の

持ち帰りや納品検収時

における反復使用が行

われる。 

・換金性の高い物品につ

いて、適正な管理が行

われずに現金化され

る。 

 

４－３－１ 

・財務課は、納品検収後、速やかに備品登録ラベルを発行

し、使用者に貼り付けを依頼する。 

 

４－３－２ 

・換金性の高い物品については、金額的に備品とならない場

合でも同様の仕組みで管理を行う。 

５ 

旅費の執行 

５－１ 

・旅行命令の履行確認が

厳密に行われるための

担保がない。 

５－１－１ 

・旅行の実態の確認を可能とするために、用務内容に応じて

次の関係書類の提出を徹底する。 

①学会等会議の用務である場合は、開催日程及びスケジュ

ールの資料を提出する。 

②航空機利用の場合は、領収書及び搭乗券の半券を提出す

る。 

③研究等打合せの用務である場合は、旅行報告書に打合せ

の相手方の所属・氏名を記述することを徹底する。 

 

６ 

賃金、謝金

の執行 

６－１ 

・制度の理解不足によ

り、法令や学内ルール

から逸脱した取扱いを

行う。 

・勤務管理や事実の確認

を怠り、実態と異なる

内容で不正に支出しよ

うとする。 

６－１－１ 

・謝金制度と雇用や委託・請負の関係等制度やルールについ

て、すべての関係者の共通理解が図れるよう、継続的に周

知を行う。 

 特に学生等の従事者については、従事する内容を書面で示

し、本人に確認の署名をさせ、確実な理解を得る。 

 

６－１－２ 

・勤務事実の確認を徹底する。 

①作業監督者（教職員）による勤務管理を徹底するほか、

研究室任せにならないよう、事務部門が採用時や定期的

に、面談や勤務条件の説明、出勤簿・勤務内容の確認等を

行う。 

②従事者が勤務時間管理されていることを意識し、実態の

ない業務を抑止するために、従事者にはスケジュール管理

表を作成・提出させる。 

③従事者本人に聴き取り調査を実施するなど実効性の高い

監査を実施する。 

 

７ 

取引業者と

の癒着 

７－１ 

・取引業者と必要以上に

密接な関係となること

により癒着が生じ、不

正な取引に発展する。 

７－１－１ 

・財務課は、特定の業者との密な取引による預け金等がない

か、必要に応じて債務残高を確認するなどの調査を行う。 
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事項 不正発生の要因等 不正使用防止計画 

７－１－２ 

・不正な取引に関与した業者については、関係規則等に基づ

き、取引停止等の措置を行うことをホームページで公開

し、注意喚起を行う。 

 

７－１－３ 

・取引実績（回数、金額等）が多い業者については、不正に

関与しない旨の誓約書を提出させる。 

 

８ 

不正の告発 

８－１ 

・不正を発見した者が不

利益を受けることを恐

れて告発を躊躇する。 

８－１－１ 

・告発等を受け付ける窓口の連絡先及び告発を行った者の保

護内容をホームページで学内外に公開するとともに、説明

会等において学内に周知する。 

 

 


